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大学共同利用機関としての
リポジトリ

大学共同利用機関法人　自然科学研究機構　
核融合科学研究所　評価情報室

力石　浩孝

（H20.12.1 東海北陸地区CSI事業報告会資料）
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報告の内容

● 核融合研での機関リポジトリ運用体制
–核融合研の組織（関連部局）
–運用体制(案）

● 機関リポジトリ構築、運用準備の現状
–助走期間（所内への説明）
–運用指針、要項の策定
–システムの構築

● NIFS機関リポジトリの特徴（研究所と大学）
–研究、発表の形態
–分野リポジトリ

● これからの展開と課題
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核融合科学研究所の組織

所長

副所長

運営会議

LHD研究部

技術部

管理部

シミュレーション
科学研究部

安全衛生推進部

センター群
連携、炉工学、安全管理

広報室

アーカイブ室

評価情報室

研究系　６

研究系　　２
センター　１

研究推進課学術情報係(図書室）
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構築運用体制
核融合研で機関リポジトリに

関連する組織

関連4室

評価情報室
論文情報収集

論文投稿料支払窓口
年報、レポート出版
専任 2、併任 4

核融合アーカイブ室
歴史的資料の調査・収集

整理・保管・公開

専任 1、併任 1

図書室
（学術情報係）

図書業務

専任 2、併任 1

広報室
広報業務

（WEBなど）

専任 4、併任 6

図書出版
委員会

図書専門部会
出版専門部会
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評価情報室業務

● 年報、各種レポートの出版
● 論文情報の集積（NIFS論文情報システム）
● 学術論文投稿関連費の取扱い窓口
● 研究成果報告の
情報を集めやすい
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機関リポジトリの運用体制案

図書出版委員会
出版専門部会

ORIBE作業会
（評価情報室、広報室、
アーカイブ室、図書室）

機関リポジトリ、要綱、指針作成
方針、手順の決定
運用のウォッチ

運用実務
サーバの構築、運用
データ入力、更新
著作権調査

方針提示

状況報告

● 方針は図書出版委員会出版専門部会で策定
● 実務は4室合同の作業会で実施
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機関リポジトリ構築、
運用準備の現状

● 助走期間
–機関リポジトリとは何か→所内説明

● 指針、要項案の策定（運用方針の決定）
● NIFS機関リポジトリ（ORIBE)の仮システム構
築
表示画面、データ一括入力、データバック
アップなどの手順調査に使用
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助走準備期間(H16-18)

研究所内に「機関リポジトリとは何か？」を
周知する
● H16年度
– 3月「研究所リポジトリ構築」の提案

● H18年度
– 1月　学術機関リポジトリに関する講演会
（講師：時実象一氏）を開催
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助走準備期間(H19)

● H19年度　本格的に準備に着手
– 7月 学術ポータル担当者研修を受講(3名) 
– 11月CSI事業報告会に出席
– 1月 DRFIC2008(大阪大学)に参加、発表
– 1-2月：各系、センタ毎に説明会を開催
– 3月：機関リポジトリ講演会を開催
講師：文科省学術基盤整備室研究推進専門
官　膝舘俊広氏　他
–練習用システムを試験的に構築開始
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平成20年度

● 中期計画に対応した20年度年度計画に「機関リ
ポジトリ公開」が盛り込まれる。

● 評価情報室の業務の一部として機関リポジトリ
構築を進めることになる。

● 図書出版委員会で指針、要項の策定に着手
● 評価情報室内で仮システムの構築を開始
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機関リポジトリの運用体制

図書出版委員会
ORIBE作業会

（評価情報室長が召集）
出版専門部会

（4室からも部会員を出す）

機関リポジトリ、要綱、指針作成
方針、手順の決定
運用のウォッチ

運用実務
サーバの構築、運用
データ入力、更新
著作権調査

方針提示

状況報告

● 方針は図書出版委員会で策定
● 実務は評価情報室長中心に作業会を構成
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機関リポジトリ設計に
あたっての留意事項

● 研究者の負担増加を避ける
–二度手間は受け入れられない。

● まずは、一般への公開に関して同意を得られ
やすい資料から。
–当面は公表済み論文等を中心に。

● 実務担当の負担をできるだけ低減
–作業ルールの明文化
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NIFS機関リポジトリ（ORIBE)の
運用イメージ
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既存システム
（論文情報システムNAIS)

● 研究者が発表した論文情報を集積
● 各種の手続きを統合した
–論文発表前の手続き
–発表後の手続き（投稿費用申請）
–成果リストの作成

● システムの特徴
–著者を特定（同姓同名の別人を区別して
集計が可能）
–各種手続きとリンクすることで登録の比
率を確保した
–発表前の手続きも統合（簡易な編集シス
テム）
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論文情報システムNAISの概要
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運用指針、要項の策定

● 図書出版委員会で方針策定、作業会（評価情
報室長が組織）が実務担当

● 図書出版委員会で指針案（所長裁定）、運用
要項案（委員会決定事項）を作成

● 要項に基づいて作業マニュアルを作成予定
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機関リポジトリ運用の方針

● 当面公開済みの論文等を登録対象とする
–学術論文（プロシーディングを含む）、
核融合研年報、NIFSシリーズ

● 要項に基づいて作業マニュアルを作成予定
● 登録/公開の２ステップとする
–登録は論文情報システムのデータを元に
機械的に行う（研究者の負担増を避ける
ため）
–公開前に著者の許諾を得る
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方針策定の際の議論

● 機関リポジトリに収録された論文等の質
–収録する論文等に関しては、研究所とし
ての責任が発生するのではないか。
–個々の論文等に対して査読する必要があ
るか。

● 論文等登録の方法
–登録を組織的/機械的に行うのか、研究者
の自主性にまかせるのか。
（トップダウンかボトムアップか）
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リポジトリ掲載の論文等の質

議論
● 論文等の質を保つためには、所として査読、
選別を行う方が良い。

● 自由に登録するほうが、登録件数は増えやす
い。ただし、玉石混交となる可能性は残る。

方針
● 個々の論文等の中身の審査は行わない。
● 当面は、第三者の目を通った公開論文に限定
することで、一定の水準を担保。

● 未公開の資料(私信に類するもの）は収録し
ない
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論文等登録の方法

● 登録を組織的・機械的に行うのか、自主的な
登録に任せるのか。
–機械的に一括登録するほうが、研究者の
手間の低減、登録率を上げるには有効
–公開に対する著者の権利もあるので、
個々の研究者の判断に任せるべき

● 両者の間をとった運用（組織的に登録、著者
承諾の後に公開）
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機関リポジトリ(ORIBE)
仮システムの構築

● 正式なサーバー構築の前に、システム構築、
カスタマイズ、運用、の経験を積むことを目
的とする。

● 正式なサーバを構築運用開始後には、開発カ
スタマイズおよび試験環境として使用する
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仮システムの構成

● ハードウエア
– hp社ＰＣ
CPU：Athlon 3.5G,Mem 512M,HDD 80G

● ソフトウエア
– OS:Vine Linux
–リポジトリサーバ：dspace
IPアドレスによる表示制限などを施す

● 構築作業
–評価情報室員1名

● 年度内に正式サーバにシステムを構築
移行予定
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仮システムの画面
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ORIBEに向けたカスタマイズ

● カスタマイズ項目
–リンクメニューの追加変更
–研究所外からのアクセスに対して、一部
表示を抑制
–所内限定情報の処理（未完）

● 職員によるカスタマイズには限界がある
–一覧表示画面でNIFSシリーズと雑誌論文で
表示項目を切り替えたい

● 作業委託をどのように行うかが課題
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ORIBE一覧表示画面例

コレクション
ごとに替えたい

外部に対して
非表示

一部項目は
所内だけで
表示させたい
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共同利用機関と大学のリポジトリ

機関リポジトリ構築にあたって差異があるか？

● 研究の形態
プロジェクト研究/独自テーマ

● 成果報告の形態
論文投稿/出版/研究報告会

● さまざまな共同研究
分野リポジトリへの展開
「機関リポジトリ」をテーマにした共同研究
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研究および発表の形態

プロジェクト研究と個別研究
● プロジェクト研究（大型ヘリカル研究など）
–プロジェクト内でのデータの共有、
–データ使用の優先権
–グループとしての研究成果
–成果発表に際して調整作業が生じる

● 個別のテーマに関する研究
–研究者としての成果
–内部調整は行わない（公表されるまでは
公開しない）
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核融合研における
論文の投稿関係手続き

要旨作成

関係者に通知

コメント？

要旨登録

論文作成

関係者に通知

OK?

論文原稿登録

グループ内で確認

国際会議などで報告 投稿

採択、出版

情報登録

完了

投稿料
支払い
手続き

Y

N

Y

N

NAISで
サポート
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機関リポジトリ構築への影響
（１）

二通りの運用方針
● プロジェクト（組織）として論文を収集
–ルール/手続きに登録を含める
–機械的に登録作業、登録数増大
–トップダウン的運用

● 個別の研究者の成果として論文を登録公開
–登録/非登録は研究者の意思による
（研究者の作業は増える）
–ボトムアップ的運用

● 核融合研では折衷案として
–機械的に登録
–研究者（著者）の許諾の後公開
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機関リポジトリ構築への影響
（２）

どのような資料を公開するか
● プロジェクト/組織として資料を審査し、一
定以上の質を保証する

● 資料の審査は行わない（質については著者、
読者の判断にまかせる）

● 核融合研では
–個々の資料の中身の審査は行わない。
–当面は、第三者の目を通った公開論文に
限定することで、一定の水準を担保。
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核融合研における
研究成果の公表状況

● 学術雑誌、国際会議での発表が中心
● 比較的限定された雑誌への投稿
● 著作権ポリシーの把握が比較的容易

論文の分布調査結果（上位22雑誌で85%を占める）
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共同研究の成果物
登録の課題

● 共同研究による研究成果物（論文）の共著者
が広範囲にわたっている。

● 著者全員からの許諾をどのようにして得る
か。
–論文誌投稿の著作権譲渡では、代表著者
がまとめて譲渡許諾を行っている。これ
に準じた手続きとする。
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「機関リポジトリ」の推進
に関する共同研究の実施

● 共同研究の一貫としてリポジトリ推進も行われ
ている
「大学共同利用機関における機関リポジトリに
関する調査研究」（研究代表者　難波忠清）
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これからの展開（１）
登録資料範囲の拡充

● 核融合研開催の国際会議（国際土岐コンファ
レンス、ITC)での発表資料

● 共同研究会などでの発表資料

● 多くの課題
–会議参加者向けに限定した資料
（速報、検討用の暫定資料）が多い
–公開に関する許諾、公開に向けた資料の
再構成、改竄や不当利用の防止（閲覧の
み許可、印刷禁止など）
–追加の作業量が多くなる

● これからの検討課題。
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国際会議発表の公開実績(例）
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これからの展開（２）
他のシステムとの連携、調整

● NIFS　Webページとの連携
–一部論文等はWebにも掲載済み
–情報の共通化

● 論文情報システムとの連携の強化
– Green誌論文の自動抽出、登録項目の自動
生成
–セキュリティには十分留意する必要あり
（NAISには発表準備中の論文情報も登録さ
れているため）
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まとめ

● 核融合研における現状を紹介
–運用要項類、システムの整備を進めている
–今年度末までに公開予定

● 大学と研究所での研究方法/成果公表の様相
–プロジェクト研究/個別研究テーマ
研究成果の扱い
–機関リポジトリの運用に与える影響
組織としての登録/研究者個人としての登録

● COEとなる共同利用機関のリポジトリは分野リ
ポジトリとしての性格を持つか
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